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申し込むものとする。 

取扱金融機関は、申込書を受理したときは、すみやかに実態調査を行い、融資が適当と認めたも

のについては、保証協会に保証依頼の手続きを行うものとする。 

保証協会は保証依頼があったときは、内容審査のうえ、諾否を決定し取扱金融機関に通知するも

のとする。 

取扱金融機関は保証協会から保証決定の通知を受けたときは、所定の手続きを経てすみやかに融

資を実行するものとする。 
融資にかかる手続きは、保証協会と取扱金融機関との間に締結される契約の定めるところによる

ものとする。 

 
（経営指導） 

第１１条 商工会及び商工会議所は、常に、ＮＰＯ法人以外の融資を受けたもの（以下「借受人」と

いう。）の経営状況、改善状況の把握に努めるものとし、少なくとも６か月に１回以上借受人へ

の経営指導を実施するものとする。 
２ 借受人は、融資を受けた後少なくとも６か月に１回以上、商工会又は商工会議所に経営改善の状

況を報告するとともに、経営の指導を受けなければならない。 

 

（報 告） 

第１２条 保証協会は、保証を付した融資にあっては、要綱の規定に基づく融資の実績について、

毎月末現在の状況を翌月１０日までに三重県知事に報告するものとする。 

 
（償還等） 

第１３条 商工会及び商工会議所は、ＮＰＯ法人以外の借受人の償還が遅延しないよう常に経営指

導を行うものとする。 
２ 取扱金融機関は、融資を行ったとき及び返済を受けたときは、その旨を保証協会に報告するも

のとする。 
３ 保証協会は、返済金の遅延があったときは、当該融資を斡旋した商工会又は商工会議所にその

旨を通知するものとする。 

 
（その他） 

第１４条 この要綱及び三重県中小企業融資制度実施細則に定めるもののほか、必要な事項は、県、

保証協会、取扱金融機関、商工会及び商工会議所が協議して定める。 

なお、融資利率、保証料率については、県の補助後の率を記載する。 
 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
２ 令和５年度小規模事業資金融資要綱は令和６年３月３１日付けで廃止する。 

３ 一部改正令和６年７月１日 
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小規模事業資金フローチャート 

ＮＰＯ法人以外の事業者の場合 

 

 

 

 

 

利子補給  

 
 

保証料補 給 
⑩ 融資申込  

県 信 用保証協会 金融機関 中小 企業者  
 

⑦斡 旋 

② 

⑥ ⑧ 連 

⑪融資実 行    

斡 通 絡 
旋 知 

書 ⑨通知  

提 商工 会 
出 商工 会議所  

 
 

①申込書提出  
 

 
 

※みえ経営向上支援扱いにおいては、申込書に知事の認定を受けた三重県版経営向上計画

「ステップ３」に係る認定書の写し（申請書を含めた一式）を添付すること。 

 
 
 

ＮＰＯ法人の場合 
 

保証料補給  

 

 
②保 証 申込 ①融 資申込  

県 信用保証 協会 金融機 関 ＮＰＯ法人  

③保 証 承諾 ④融資実行    

 
 

利子補給 

 

 

 

 

 

③要件確認書兼誓約書の徴求 

（法人で事業者選択型経営者保証非提供制度を 

利用する場合）（※以下④・⑤も同様） 

④要件確認書兼誓約書の提出

 

⑤要件確認書兼誓約書の提出
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令和６年度 事業承継フォロー資金融資要綱 
 

（目 的） 
第１条 この要綱は、事業承継の段階における資金調達にあたり、一定の要件を満たす中小企業

者については経営者を含めて保証人を徴求せず、また、新規はもとより借換にも対応すること

により、事業承継の促進を図ることを目的とする。 
 

（取扱金融機関） 

第２条 この要綱に基づく融資の取扱金融機関は、別に定める金融機関（以下「取扱金融機関」と

いう。）とする。 
 

（信用保証） 

第３条 この要綱に基づく融資は、三重県信用保証協会（以下「保証協会」という。）の保証を

付するものとする。 
 

（補助金等） 

第４条 三重県（以下「県」という。）は、予算の範囲内において、この要綱に基づく融資の運

用に必要な経費の一部を、保証協会に補助するものとする。 
 

（融資の対象） 

第５条 融資の対象は、県内に主たる事業所を有し、別に定める業種に属する同一事業を引き続き

一年以上営んでおり、かつ事業税等県税を完納している中小企業者であって、次の各号に定める

とおりとする。 

 （１）事業承継特別保証扱い 

次の①又は②に該当し、かつ、③、④に該当する法人とする。 
① 保証協会の保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有してい 

ること 

② 令和２年１月１日から令和７年３月３１日までに事業承継を実施し、事業承継日から３ 

年を経過していないもの。 

③ 次の<1>から<4>までに定める全ての要件を満たすこと。なお、<1>から<3>までについて 

は、保証協会への申込日の直前の決算によるものとし、<4>については、保証協会への申 

込日（注１）に満たしていることを要するものとする。 

   <1> 資産超過であること 

   <2> ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率（注２）が１０倍以内であること 

   <3> 法人・個人の分離がなされていること 

   <4> 返済緩和している借入金がないこと 

④ 中小企業活性化協議会及び事業承継・引継ぎ支援センターから事業の承継に係る計画及

び財務内容その他経営の状況の確認を受けたもの。 

（２）経営承継借換関連保証扱い 

次の①から④のいずれにも該当する法人とする。 

① 次のいずれにも該当することにつき、中小企業経営承継円滑化法第１２条第１項の認定 

を受けていること。 

    <1> 中小企業者の代表者が当該中小企業者の金融機関からの借入れによる債務を保証し

ていることにより、当該中小企業者の事業活動の継続に支障が生じていると認められる

こと。 

    <2> 認定申請日の直前の決算において次の要件（注３）を満たすこと。 

     ア 資産超過であること 

     イ ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率（注２）が１０倍以内であること 

<3> 当該中小企業者が認定申請日より３年以内に事業承継を予定していること。 
② 保証協会への申込日直前の決算において、法人・個人の分離がなされていること。 

   ③ 保証協会への申込日（注１）において、返済緩和している借入金がないこと。 

④ 中小企業活性化協議会及び事業承継・引継ぎ支援センターから事業の承継に係る計画及
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び財務内容その他経営の状況の確認を受けたもの。 

（注１）申込日が、中小企業信用保険法第２条第６項の規定に基づき、内外の金融秩序の混乱そ 

の他の事象が突発的に生じたため我が国の中小企業に著しい信用の収縮が全国的に生じて 

いると経済産業大臣が認める場合に係る期間中である場合においては、当該期間の始期の 

前日でも差し支えない。 

（注２）ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率＝（借入金・社債－現預金）÷（営業利益＋減価償却費） 

（注３）認定取得後、保証協会への申込日までに新しい決算が確定した場合は、当該決算におい 

てもこの要件を満たすことが必要。 
 

（資金の使途） 

第６条 資金の使途は、事業に係る設備資金及び運転資金であって、次に掲げるものとする。 

 （１）第５条第１項第１号に該当する中小企業者にあっては、保証人を提供していない既往

借入金の返済資金以外のもの。 

（２）第５条第１項第２号に該当する中小企業者にあっては、事業承継前における保証人を

提供している既往借入金の返済資金。 

（３）第５条第２項に該当する中小企業者にあっては、経営の承継に必要な資金のうち、当

該認定の日から経営の承継の日までの間における借換資金（当該中小企業者の代表者が

保証債務を負う借入に係るもの。 

 

（融資の条件） 

第７条 融資の条件は、次のとおりとする。 
（１）融資限度額   ８，０００万円 

           ※事業承継特別保証扱い、経営承継借換関連保証扱いそれぞれ 

８，０００万円まで。 

（２）融資利率    取扱金融機関所定利率 
（３）保証料率    年率０％～０．７５％ 
（４）融資期間    １０年以内 
（５）返済方法    元金均等月賦返済 
（６）担保      保証協会又は取扱金融機関の定めるところによる。 

（７）保証人     徴求しない 

 

（融資の手続き） 

第８条 融資を受けようとする者は、保証協会及び取扱金融機関所定の申込書に次に掲げる必要

書類を添付して、取扱金融機関に申し込むものとする。 

 （１）事業承継計画書 

 （２）財務要件等確認書 

 （３）借換債務等確認書（既往借入金を借り換える場合） 

 （４）他行借換依頼書兼確認書（既往借入金を借り換える場合で、申込金融機関以外からの借

入金を含む場合） 

 （５）ガバナンス体制の整備に関するチェックシート 

 （６）第５条第２項に該当する中小企業者にあっては、認定書又は認定書の写し 
２ 取扱金融機関は、前項の申込書を受理したときは、すみやかに実態調査を行い、融資が適当と

認めたものについては保証協会に保証依頼の手続きを行うものとする。 

３ 保証協会は、前項の依頼があったときは、内容審査のうえ、諾否を決定し、取扱金融機関に通

知するものとする。 

４ 取扱金融機関は、保証協会から保証決定の通知を受けたときは、所定の手続きを経て融資を行

うものとする。 

５ 融資にかかる手続きは、保証協会と取扱金融機関との契約の定めるところによるものとする。 

 

（報 告） 

第９条 取扱金融機関は、融資を行ったとき及び返済を受けたときはその旨を保証協会に報告す

るものとする。 
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２ 保証協会は、保証を付した融資にあっては、要綱の規定に基づく融資の実績について、毎月末

現在の状況を翌月の１０日までに三重県知事に報告するものとする。 
 

（その他） 

第１０条 この要綱及び三重県中小企業融資制度実施細則に定めるもののほか必要な事項は､ 県､

保証協会及び取扱金融機関が協議して定める。 

なお、保証料率については、県の補助後の率を記載する。 

 

 
附 則 

１ この要綱は､ 令和６年４月１日から施行する｡ 

２ 令和５年度事業承継フォロー資金融資要綱は令和６年３月３１日付けで廃止する。 
３ 一部改正令和６年９月２日 

 

 

 

 

事業承継フォロー資金フローチャート 

 

 

 

                  保証申込        融資申込 

     保証料補助 

  県        信用保証協会        金融機関        中小企業者 

                   

保証承諾        融資実行 
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令和６年度 再チャレンジサポート資金融資要綱 
 

（目 的) 
第１条 この要綱は、三重県中小企業活性化協議会、三重県信用保証協会における再生支援

連絡会議（以下「保証協会ミニ再生」という。）、三重県中小企業再生ファンド及び地域

経済活性化支援機構の支援を受けて事業再生に取り組む中小企業者の資金調達の円滑化を

目的とする。 
 

（取扱金融機関） 

第２条 この要綱に基づく融資の取扱金融機関は、別に定める金融機関（以下「取扱金融機

関」という。）とする。 
 

（納税要件） 

第３条 この要綱に基づく融資制度を利用するにあっては、原則として、県内で事業税等県

税が完納している、又は完納するための手続きが完了していることを必要とする。 
なお、納税確認を必要とする税目は、法人の場合は法人事業税及び法人県民税、個人の

場合は個人事業税及び個人住民税とする。 
２ 前項の確認は、取扱金融機関において、下記のいずれかを徴求し確認するものとする。 

（１）完納している場合 
三重県中小企業融資制度実施細則（以下「細則」という。）第７条第２項及び第５ 

   項に規定する書類 

（２）完納していない場合 
完納するための手続きが完了していることを確認できる県税事務所が発行する書類 

３ 前項第２号の場合、完納後は速やかに、取扱金融機関において細則第７条第２項及び第

５項に規定する書類を徴求して確認するものとする。 
４ 前項までの規定とあわせて、他の県税（自動車税、不動産取得税等）において未納が判

明した場合は、この融資制度の利用はできないものとする。 
 

（信用保証） 

第４条 この要綱に基づく融資は､ 三重県信用保証協会（以下「保証協会」という。）の保

証を付するものとする｡ 
 

（資金の措置） 

第５条 三重県（以下「県」という。）は、予算の範囲内において、この要綱に基づく融資

の運用に必要な経費の一部を、保証協会に補助するものとする。 
 

（融資の対象） 

第６条 融資の対象者は、償還確実性が認められる中小事業者又は組合であって、次のいず

れかの要件に該当する者とする。 
（１）一般扱い 

県内に主たる事業所を有し､ 別に定める業種に属する同一事業を引き続き一年以上 

   営んでいる中小企業者又は組合であって、三重県中小企業活性化協議会による再生 

支援（第２次対応）により策定された再生計画、保証協会ミニ再生を活用し策定され 

た再生計画に基づき事業の再生を図ろうとする者、三重県中小企業再生ファンド又は 

地域活性化支援機構の支援を受けて事業の再生を図る者とする。 

（２）経営安定化扱い 

第１号に規定する要件を満たすほか、中小企業信用保険法第２条第５項第１号から 

   第６号までのいずれかの規定に基づき、特定中小企業者の認定を受けた者とする。 

① 経済産業大臣の指定（同省告示による指定）を受けた事業者に対し、売掛金債権 

 その他省令で定める債権の回収が困難であるため、当該中小企業者の経営の安定に 

支障が生じていることを所在地の市町長が認定したもの 

② 経済産業大臣の指定（同省告示による指定）を受けた事業者に対し取引のあるも 
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 ので、取引数量の減少等の事由が生じている中小企業者であって、経営の安定に支 

障が生じていることを所在地の市町長が認定したもの 

③ 経済産業大臣の指定（同省告示による指定）を受けた地域において、同大臣の指 

 定（同省告示による指定）を受けた業種に属する事業を行う中小企業者であって、 

経営の安定に支障が生じていることを所在地の市町長が認定したもの 

④ 経済産業大臣の指定(同省告示による指定)を受けた地域で事業を行う中小企業者 

 であって経営の安定に支障が生じていることを所在地の市町長が認定したもの 

⑤ 経済産業大臣の指定(同省告示による指定)を受けた業種に属する事業を行う中小 

 企業者で経営の安定に支障が生じていることを所在地の市町長が認定したもの 

⑥ 破綻金融機関等と金融取引を行っている中小企業者であって、経営の安定に支障 

 が生じていることを所在地の市町長が認定したもの 

（３）経営革新扱い 
第１号に規定する要件を満たすほか、当該再生計画に関して「中小企業等経営強化 

法」第１４条第１項に基づく経営革新計画の三重県知事（以下「知事」という。）の 

承認を受けた者とする。 
（４）経営安定つなぎ資金扱い 

県内に主たる事業所を有し､ 別に定める業種に属する同一事業を引続き一年以上営 

   んでおり、中小企業信用保険法第２条第５項１号から第６号までの規定に基づき、特 

定中小企業者の認定を受けた中小企業者又は組合であって、三重県中小企業活性化協

議会による再生支援（第２次対応）が決定した再生計画策定前の者又は保証協会ミニ

再生を活用する再生計画策定前の者、三重県中小企業再生ファンド又は地域活性化支

援機構の支援を受けて事業の再生を図ることが内定した者とする。 

（５）事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）扱い 

県内に主たる事業所を有し､ 別に定める業種に属する同一事業を引き続き一年以上 

   営んでいる中小企業者又は組合であって、以下の①から⑪に掲げるいずれかの計画 

（当該計画に係る債権者全員の合意が成立したものに限る。）に従って事業再生を行 

い、金融機関に対して計画の実行及び進捗の報告を行う者とする。 

【産業競争力強化法第５３条第１項に規定】 

   ① 独立行政法人中小企業基盤整備機構の指導又は助言を受けて作成された事業再生 

    の計画 

   ② 認定支援機関の指導又は助言を受けて作成された事業再生の計画 

  【経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成２６年経済産業省令第１号。以下 

「施行規則」という。）第３２条第１項に規定】 

③ 特定認証紛争解決手続（法第２条第２２項に規定）に従って作成された事業再生 

 計画 

④ 株式会社整理回収機構が策定を支援した再生計画 

⑤ 株式会社地域経済活性化支援機構（株式会社地域経済活性化支援機構法（平成21 

 年法律第63号）に基づき設置）が再生支援決定を行った事業再生計画 

   ⑥ 私的整理に関するガイドラインに基づき成立した再建計画 

   ⑦ 自然災害による被災者の債務整理に関するガイドラインに基づき作成された計画 

    であって、特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（平成11年法律 

第158号）に基づく調停における調書（同法第17条第1項の調停条項によるものを除 

く。）又は同法第20条に規定する決定において特定されたもの 

⑧ 中小企業の事業再生等に関するガイドラインに基づき成立した事業再生計画 

  【施行規則第３２条第２号に規定】 

   ⑨ 独立行政法人中小企業基盤整備機構が法第140条に規定する出資業務により出資を 

    行った投資事業有限責任組合が策定を支援した再建計画 

  【施行規則第３２条第３号に規定】 

   ⑩ 経営サポート会議（保証協会や債権者たる金融機関等の関係者が一堂に会し、中 

    小企業者ごとに経営支援の方向性、内容等を検討する場）による検討に基づき作成 

又は決定された事業再生の計画 

 



- 115 - 

【施行規則第３２条第４号に規定】 

⑪ 中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第31条第2項に規定する認定経営革

新等支援機関が経営改善計画策定支援事業によって策定を支援した事業再生の計画 
※（５）本扱いについては、国の全国統一制度の対象である。また、取扱期間は令和６年 

１２月３１日までに保証申込を受け付けたもので、かつ令和７年３月３１日までに融資

実行されたものとする。 

 

（資金の使途） 

第７条 資金の使途は､再生計画を実現するために必要な設備資金及び運転資金とする。 

 
（融資の条件） 
第８条 融資の条件は､ 次のとおりとする｡ 
（１）一般扱い 

① 融資限度額 １企業・組合 ８，０００万円 
② 融資利率  取扱金融機関所定利率（固定利率でも変動利率でも可） 
③ 保証料率  年率０．４５％～１．５０％ 
④ 融資期間  １０年以内（据置期間なし） 
⑤ 返済方法  元金均等月賦返済 
⑥ 担保    保証協会又は取扱金融機関の定めるところによる｡ 
⑦ 保証人   必要に応じて徴求する。 

ただし、法人代表者以外の連帯保証は原則徴求しない。 

（２）経営安定化扱い 
① 保証料率  年率 ０．５０％ 

（第６条第２項第５号の場合 年率 ０．３６％） 

② その他の条件は一般扱いと同様とする。 
（３）経営革新扱い 

① 保証料率  年率 ０．４４％・０．９１％ 
② その他の条件は一般扱いと同様とする。 

（４）経営安定つなぎ資金扱い 
① 保証料率  （２）経営安定化扱いと同様とする。 
② 融資期間  ３年以内（据置期間なし、（１）～（３）の各号へ借換可能） 
③ その他の条件は一般扱いと同様とする。 

（５）事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）扱い 

 ① 保証料率  年率 ０．２０％ 

② 融資期間  １５年以内（据置期間５年以内を含む。） 
③ その他の条件は一般扱いと同様とする。 

 

（融資の手続き） 

第９条 第６条第１号から４号の融資を受けようとする者は､ 保証協会又は取扱金融機関所

定の申込書に同条第１号に規定する再生計画書の写し、三重県中小企業再生ファンド又は

地域活性化支援機構による支援が内定したことを証明する書類を添付して取扱金融機関に

融資の申し込みを行うものとする｡ 
２ 経営安定化扱い及び経営安定つなぎ資金扱いにあっては、中小企業信用保険法第２条第

５項第１号から第６号までの規定に基づく市町長の認定を受け、認定書を添付するものと

する｡ 
３ 経営革新扱いにあっては、中小企業等経営強化法第１４条第１項の規定に基づく知事の

承認を受け、知事の承認を受けた経営革新計画に係る承認書の写し（申請書を含めた一

式）を添付するものとする。 

４ 事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）扱いにあっては、保証協会又は取扱金融機

関所定の申込書の他、次の資料を添付するものとする。 

（１）第６条第５号に規定する計画 

（２）経営者保証免除対応確認書（免除対応を適用する場合） 



- 116 - 

５ 取扱金融機関は､ 前項の申込書を受理したときは､ すみやかに実態調査を行い､ 融資が

適当と認められるものについては、保証協会に保証依頼の手続きを行うものとする｡ 
６ 保証協会は､ 前項の依頼があったときは､ 内容審査のうえ、諾否を決定し､ 取扱金融機

関に通知するものとする｡ 
７ 取扱金融機関は、保証協会から保証決定の通知を受けたときは､ 所定の手続きを経て融

資を行うものとする｡ 
８ 前項の融資にかかる手続きは､ 保証協会と取扱金融機関との間で締結される契約の定め

るところによるものとする｡ 
 

（報 告） 

第１０条 取扱金融機関は､融資を行ったとき及び返済を受けたときはその旨を保証協会に報

告するとともに、経営安定扱い及び経営安定つなぎ資金扱いの場合は、半年に一度、業況

報告書（様式１）を提出するものとする。ただし、次のいずれかの場合はこの限りではな

い。なお、取扱金融機関が業況報告書を提出しなかった場合は、当該案件にかかる代位弁

済請求を行うときにその理由を 記載した書面を保証協会に提出するものとする。 

（１）新規融資額が１，２５０万円以下のもの 
（２）融資期間が１年以内のもの 

（３）平成３０年４月１日以降に保証申込受付をしたもの 
２ 保証協会は、保証を付した融資にあっては、要綱の規定に基づく融資の実績について、

毎月末現在の状況を翌月の１０日までに知事に報告するものとする。 
 

（金融機関の責務及び報告） 

第１１条 金融機関は、事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）付融資について、次の

責務を有し、必要な報告を行わなければならない。 

（１）中小企業者から、四半期に１回、計画の実行状況等の報告を受けることとする。 

（２）事業再生の計画が、第６条第５号に定める機関又は会議（以下「機関等」とい 

う。）の支援に基づき作成されたものである場合、当該機関等と連携して、中小企業 

者に対して、事業再生計画のフォローアップを通じ、経営支援を行うものとする。 

（３）原則として３年間にわたり、中小企業者の事業年度ごとに、保証協会に対し、中小 

企業者の計画の実行状況とともに、自らの経営支援の状況を報告しなければならない。 

なお、当該報告がなかった場合は、その案件に係る代位弁済請求を行う時にその理 

由を記載した書面を提出するものとする。 

（４）中小企業者の実行状況を踏まえ、（事業再生の計画が第６条第５号に定める機関等 

の支援に基づき作成されたものである場合にあっては、当該機関等と連携し、）必要 

に応じて、中小企業者に対し、計画の修正に係る指導・助言や追加的な経営支援を行 

うものとする。 
 

（その他） 

第１２条 この要綱及び細則に定めるもののほか必要な事項は､ 県､ 保証協会及び取扱金融

機関が協議して定める｡ 
なお、保証料率については、県の補助後の率を記載する。 

 

 

附 則 

１ この要綱は､ 令和６年４月１日から施行する｡ 
２ 令和５年度再チャレンジサポート資金融資要綱は､ 令和６年３月３１日をもって廃止

する｡ 

３ 一部改正令和６年７月１日 

４ 一部改正令和６年９月２日 
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再チャレンジサポート資金フローチャート  

 

 

                  保証申込        融資申込 

     保証料補給 

  県        信用保証協会        金融機関        中小企業者 

                   

保証承諾        融資実行 

    ※経営革新扱い 

「中小企業等経営強化法」の知事の承認申請 

 

 

承認書 

 

「特定中小企業者」の 

申請・認定 

再生計画策定等 

支援要請 

 

 

            市   町        産業競争力強化法に規定する 

          （商工担当課）       認定支援機関 

         ※経営安定化扱い、        ○三重県中小企業活性化協議会 

          経営安定つなぎ資金扱い     ○再生支援連絡会議 

○三重県中小企業再生ファンド 

○地域経済活性化支援機構 など



様式１ 
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三重県信用保証協会 御中 

                             年  月  日  

業況報告書 

顧 客 番 号  

フ リ ガ ナ  

顧 客 名  

 

訪 問 記 録 

[訪問回数] 

      回／（    年度上半期・    年度下半期） 

[最終訪問日] 

    年  月  日 

 

[最終訪問時の状況・気付いたこと] 

 

 

 

 

最近 6ヶ月の月別売上 

上半期は 4～9月、 

下半期は 10～3 月 

をご記入ください。 

月 月 月 月 月 月 

 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 

[売上の傾向]  （  増加  ・  横這い  ・  減少 ） 

特 筆 事 項 

[売上の増減要因、焦付発生、その他特筆すべき事項] 

 

 

 

 

 

課題・今後の見通し等 

[課題、業績及び資金繰りの見通し等] 

 

 

 

 

 

取 引 状 況 

預金  

千円 

融資 プロパー 

千円 

保証協会付 

千円 

（    年  月  日現在の残高）          ※別添可 

 

金融機関名        （       支店） 担当者        

 

電話番号（    ）    －        

 



- 119 - 
 

令和６年度 セーフティネット資金融資要綱 

（新型コロナ・物価高騰等対応） 
 

（目 的） 
第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症により影響を受け、事業活動に著しい支障をき

たしている中小企業者の事業資金の融資を円滑にすることを目的とする。ＮＰＯ法人も利用可

能。 
 

（取扱金融機関） 

第２条 この要綱に基づく融資の取扱金融機関は、別に定める金融機関（以下「取扱金融機関」

という。）とする。 
 

（信用保証） 

第３条 この要綱に基づく融資は､ 三重県信用保証協会 (以下 ｢保証協会｣ という。）の保証を

付するものとする｡ 
 

（補助金等） 

第４条 三重県（以下「県」という。）は、予算の範囲内において、この要綱に基づく融資の運

用に必要な経費の一部を、保証協会に補助するものとする。 
 

（融資の対象） 

第５条 融資の対象は、県内に主たる事業所を有し､ 別に定める業種に属する同一事業を営んで

おり、かつ事業税等県税を完納している中小企業者であって、次の各号に定める者とする。 

（１）中小企業信用保険法（以下「保険法」という。）第２条第５項第４号及び第５号の規定に 

基づき、特定中小企業者の指定を受けたもの。 

①保証４号 

令和２年３月２日付け経済産業省告示第３６号で経済産業大臣の指定を受けた地域で 

事業を行う中小企業者であって、経営の安定に支障が生じていることを所在地の市町長 

が認定したもの。 

融資対象期間は、指定期間内（令和２年２月１８日から令和６年６月３０日まで）に     

    市町長の認定を受けた認定書の有効期限までとする。また、指定期間が延長された場合 

は、融資対象期間も延長するものとする。 

②保証５号 

経済産業大臣の指定(同省告示による指定)を受けた業種に属する事業を行う中小企業 

者であって、経営の安定に支障が生じていることを所在地の市町長が認定したもの。 

融資対象期間は、①と同一とする。 

 （２）伴走支援型特別保証 

    次の①または②の認定を受け、かつ経営行動に係る計画を策定した中小企業者。 

   ①保険法第２条第５項第４号の規定による認定（保証４号） 

   ②保険法第２条第５項第５号の規定による認定（保証５号） 

   ※（２）本保証については、国の全国統一制度の対象である。また、取扱期間は令和６年 

６月３０日までに保証申込を受け付けたもので、かつ令和６年９月３０日までに融資実

行されたものとする。 

 

（資金の使途） 
第６条 資金の使途は､経営の安定を図るために必要な運転資金又は設備資金とする。 

 

（融資の条件） 

第７条 融資の条件は次のとおりとする｡ 
（１）融資限度額 

①保証４号、保証５号合わせて １企業８，０００万円、１組合１１，０００万円 

セーフティネット資金、セーフティネット資金（緊急資金）、セーフティネット資 
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６月３０日までに保証申込を受け付けたもので、かつ令和６年９月３０日までに融資実行されたも

のとする。 

 

（資金の使途） 

第６条 資金の使途は、経営の安定を図るために必要な運転資金又は設備資金とする。 

 

（融資の条件） 

第７条 融資の条件は、次のとおりとする。 

（１）融資限度額 

   ① 一般扱い       １企業５，０００万円、１組合８，０００万円 

     なお、経済変動対策資金、経済構造改革等特別対策資金（経営基盤強化資金）の融資残  

    高がある場合はこれを差し引いた額とする。 

② 伴走支援型特別保証  １企業 1億円  

     セーフティネット資金（伴走支援特別保証）、リフレッシュ資金（伴走支援特別保証）、

セーフティネット資金（新型コロナ・物価高騰等対応（伴走支援特別保証））の融資残高

がある場合はこれを差し引いた額とする。 

   ※資金全体の限度額は①②合計で１企業１億円、１組合１億円までとする。 

（２）融資利率   取扱金融機関所定利率（固定利率でも変動利率でも可） 

（３） 保証料率 

      ① 一般扱い  年率 ０．２５％～１．３０％（県０．２０％～０．６０％補助後） 

      ② 伴走支援型特別保証 

  年率 ０％（県０．２０％～１．１５％補助後） 

ただし、第５条（２）②ⅰからⅵで、各期の利益がプラスであり、かつ売上高・利益

ともに増加している場合 

  年率 ０．２０％～０．９５％（県０％～０．２０％補助後） 

（４）融資期間 

   ① 一般扱い        ７年以内（据置期間２年以内を含む。） 

   ② 伴走支援型特別保証  １０年以内（据置期間５年以内を含む。） 

（５）返済方法   元金均等月賦返済 

（６）担保     保証協会又は取扱金融機関の定めるところによる。 

（７）保証人    必要に応じて徴求する。 

ただし、法人代表者以外の連帯保証は原則徴求しない。 
 

（融資の手続き） 

第８条 融資を受けようとする者は、保証協会又は取扱金融機関所定の申込書に次に掲げる付属書

面を添付して、取扱金融機関に申し込むものとする。 
  なお、一般扱いを利用する場合は、（１）を添付するものとする。ただし、組合の場合は、（２）

を加えて添付するものとする。 

伴走支援型特別保証を利用する場合は、次の（３）及び（４）を添付するものとする。ただし、

経営者保証免除対応を適用する場合にあっては、（５）の所定の書面を加えて添付するものとする。 

（１）リフレッシュ資金融資申込付属書面（様式１、様式１－２または様式６） 

（２）組合の場合は、（１）に加えて三重県中小企業団体中央会の審査を経た書面（様式２） 

（３）以下のいずれかの確認書【伴走支援型特別保証用（一般保証用）】 

  ① 売上高減少要件確認書 

 ② 売上高総利益率減少要件確認書  

③ 売上高営業利益率減少要件確認書 

ただし、第５条（２）②ⅰからⅵで、各期の利益率の推移がプラスからプラスの場合は、 

②又は③に様式７を加えて添付するものとする。 

 （４）経営行動計画書 

    以下の内容を満たすもの又は含むものとする。 

①計画を策定した日の属する事業年度から３事業年度を最短の計画期間とし、原則として同

５事業年度を最長の計画期間とする。 
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